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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第185期
第３四半期
連結累計期間

第186期
第３四半期
連結累計期間

第185期
第３四半期
連結会計期間

第186期
第３四半期
連結会計期間

第185期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　７月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　７月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

売上高 (千円) 8,175,4278,484,5943,516,9513,652,62110,689,185

経常利益 (千円) 326,265 582,010 595,320 736,178 333,015

四半期(当期)純利益 (千円) 169,844 292,680 371,640 454,407 228,756

純資産額 (千円) ― ― 2,667,5243,030,2592,719,842

総資産額 (千円) ― ― 7,796,2448,296,8407,542,327

１株当たり純資産額 (円) ― ― 118.93 133.88 120.70

１株当たり　　　　　　　四半
期(当期)純利益

(円) 7.73 13.33 16.92 20.69 10.42

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 33.5 35.4 35.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,459,2341,609,386 ― ― 1,189,347

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △33,794 △69,206 ― ― △80,624

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △765,364△196,713 ― ― △849,647

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,797,2502,739,7171,396,250

従業員数 (名) ― ― 287 295 287

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため、記載をしておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内

容について、重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 295(140)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は (  ) 内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 176(45)

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は (  ) 内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループは、海運関連事業を主な内容としており、商事料飲事業、レストラン事業、ホテル事業、旅客

自動車運送事業、その他の事業を展開しております。従って、生産、受注を行っておらず、事業の種類別セグ

メントごとに生産規模及び受注規模を金額で示すことはしておりません。

　

当第３四半期連結会計期間における事業の種類別セグメントの売上高

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円) 前年同四半期比(％)

　海運関連事業 2,693,022 ＋5.3

　商事料飲事業 625,017 ＋2.4

　レストラン事業 270,765 △6.7

　ホテル事業 65,351 ＋9.0

　旅客自動車運送事業 49,308 △5.1

　その他の事業 38,399 △12.8

計 3,741,865 ＋3.5

　消去 △89,243 ―

合計 3,652,621 ＋3.9

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」から

の重要な変更は以下のとおりであります。

　

(1) 重要な訴訟事件等

小笠原航路に就航予定だった超高速船テクノスーパーライナーの傭船契約の解除が債務不履行に当た

るとして、船主㈱テクノ・シーウェイズが当社持分法適用関連会社である小笠原海運㈱に対して、損害賠

償訴訟を東京地方裁判所に提起していた件については、平成22年９月21日、同裁判所より同社に賠償金20

億円および遅延損害金の支払を命じる判決がなされました。

当判決に対し、小笠原海運㈱が控訴し、現在係争中であります。

　

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

四半期報告書

 4/25



　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、新興国の需要拡大により回復傾向が見られたも

のの、急速な円高の進行や欧米景気回復の減速を背景に、足踏み状態となりました。今後の見通しについ

ては、依然として続く雇用情勢の低迷やデフレなどもあり、先行き不透明な状況となっております。

このような状況のもと、当社グループは、最多客期を迎え、基本理念である「安全運航」の徹底と「良

質のサービスの提供」に努めるとともに、旅客部門は企画商品の販売促進、ジェットフォイルのチャー

ター営業および臨時航路の充実など営業強化に取り組んでまいりました。また、貨物部門では引き続き各

島関係会社・代理店との連携を強化し、迅速な営業活動に努めました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高３６億５千２百万円（前年同期３５億１千６百

万円）、営業利益７億４千７百万円（前年同期営業利益６億３千６百万円）、経常利益７億３千６百万円

（前年同期経常利益５億９千５百万円）、四半期純利益４億５千４百万円（前年同期純利益３億７千１

百万円）となりました。

　
当第３四半期連結会計期間の事業の種類別概況は以下のとおりです。

　
≪海運関連事業≫

主力の海運関連事業の旅客部門は、第２四半期までの天候不順などによる旅客数の伸び悩みを挽回す

るべく、夏季にあたる第３四半期は企画商品やイベントに一層注力いたしました。その結果、「東京湾納

涼船」で１２万人の乗客を達成するなど好調に推移し、天候にも恵まれ、全航路での旅客数は３９万人

（前年同期３８万６千人）となりました。一方、貨物部門においては、一部の島において生活関連や工事

関連の品目が増加したことにより、貨物取扱量は全島で８万４千トン（前年同期７万８千トン）となり

ました。

　費用面では原油価格が上昇し、船舶燃料費が増加いたしましたが、燃料消費の効率化および貨物船の配

船の合理化などにも努めました結果、当事業の売上高は２６億９千３百万円（前年同期２５億５千８百

万円）、営業利益は８億２千２百万円（前年同期営業利益６億９千４百万円）となりました。

　
≪商事料飲事業≫

当事業の商事部門は、燃料油の販売単価が値上がりし、売上高は６億２千５百万円（前年同期６億１千

万円）となりましたが、燃料油仕入れ価格の上昇や車両関係費用の増加により、営業利益は６千５百万円

（前年同期営業利益６千８百万円）となりました。

　
≪レストラン事業≫

東京湾周遊のレストランシップ事業は、婚礼客の増加がありましたが、団体利用客が減少し、全クルー

ズでの利用客数は３万４千人（前年同期３万８千人）となりました。その結果、売上高は２億７千万円

（前年同期２億９千万円）、営業利益は３千４百万円（前年同期営業利益３千６百万円）となりました。
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≪ホテル事業≫

大島温泉ホテル事業は、企画商品による宿泊客などの増加を図った結果、天候にも恵まれ利用客が増

え、当事業の売上高は６千５百万円（前年同期５千９百万円）、営業利益は７百万円（前年同期営業利益

４百万円）となりました。

　
≪旅客自動車運送事業≫

大島島内のバス部門は、企画商品の「乗合バスフリーきっぷ」の売上は好調に推移したものの、整備部

門における部品販売の減少により、当事業の売上高は４千９百万円（前年同期５千１百万円）となりま

した。また、費用面で車両関係費用などの増加があり、営業損失１千万円（前年同期営業損失７百万円）

となりました。
　

　
≪その他の事業≫

当事業は、ジェットフォイル３隻の整備を中心とした船舶修理事業です。当事業の売上高は３千８百万

円（前年同期４千４百万円）、営業損失５百万円（前年同期営業利益１百万円）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は８２億９千６百万円となり、第２四半期連結会計期間末に比

べ９億２千１百万円増加いたしました。その主な要因は、現金及び預金などの流動資産が１０億５千７百

万円増加したのに対し、船舶等の減価償却により有形固定資産が１億３千５百万円減少したことなどに

よるものです。

負債は５２億６千６百万円となり、第２四半期連結会計期間末に比べ４億５千８百万円増加いたしま

した。その主な要因は、未払法人税等の増加３億５百万円、賞与引当金の増加７千９百万円および支払手

形及び営業未払金の増加５千９百万円などによるものです。

純資産は３０億３千万円となり、第２四半期連結会計期間末と比べ４億６千２百万円増加いたしまし

た。その主な要因は、利益剰余金の増加４億５千４百万円などによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）のキャッシュ・フローの

状況は、次のとおりです。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、１３億１百万円のキャッシュ・インとなりました。その主な内

訳は、税金等調整前四半期純利益７億３千６百万円、非資金損益項目である減価償却費１億５千６百万

円、売上債権の減少１億３千２百万円、賞与引当金の増加７千９百万円および退職給付引当金の増加３千

７百万円などです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、６千４百万円のキャッシュ・アウトとなりました。これは有形

固定資産の取得による支出９千２百万円および貸付による支出１千１百万円などが、貸付金の回収によ

る収入４千１百万円を上回ったためです。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、３千万円のキャッシュ・アウトとなりました。これは主として

借入金の返済などによるものです。

　
以上の結果、当第３四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物残高は、第２四半期連結会計期間末に

比べて１２億６百万円増加し、２７億３千９百万円となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

２「事業等のリスク」に記載の訴訟事件については現在係争中であるため、当社として対処すべき課

題はありませんが、判決結果に対しては、適切に対処していく方針であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 88,000,000

計 88,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,000,00022,000,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数
1,000株

計 22,000,00022,000,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】
　

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】
　

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ― 22,000,000 ― 1,100,000 ─ 89,300

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が把握できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年６月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式   40,000

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

21,845,000
21,845 ―

単元未満株式
普通株式

115,000
― ―

発行済株式総数 22,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 21,845 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式577株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東海汽船株式会社

東京都港区海岸１－16－１ 40,000 ― 40,000 0.2

計 ― 40,000 ― 40,000 0.2

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 151 150 153 159 160 160 152 151 155

最低(円) 147 147 148 151 153 149 147 147 148

(注)  株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

四半期報告書

10/25



第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)及び「海運企業財務諸表準則」（昭和29年

運輸省告示第431号）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第３四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表について、東陽監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結損益計算書】
 【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高

海運業収益 6,034,500 6,293,012

その他事業収益 2,140,926 2,191,582

売上高合計 8,175,427 8,484,594

売上原価

海運業費用 4,729,853 4,778,189

その他事業費用 2,096,653 2,164,586

売上原価合計 6,826,507 6,942,776

売上総利益 1,348,920 1,541,817

販売費及び一般管理費 ※１
 1,003,656

※１
 989,683

営業利益 345,263 552,134

営業外収益

受取利息 2,637 1,653

受取配当金 8,126 8,079

賃貸料 9,291 9,304

持分法による投資利益 － 19,101

その他 10,923 25,499

営業外収益合計 30,978 63,638

営業外費用

支払利息 38,582 22,560

持分法による投資損失 5,964 －

その他 5,428 11,201

営業外費用合計 49,976 33,762

経常利益 326,265 582,010

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,000 22,000

国庫補助金 － ※２
 39,549

特別利益合計 2,000 61,549

特別損失

関係会社株式評価損 － 49,500

固定資産圧縮損 － ※３
 39,549

特別損失合計 － 89,049

税金等調整前四半期純利益 328,265 554,510

法人税、住民税及び事業税 137,788 314,686

法人税等調整額 28,436 △74,039

法人税等合計 166,224 240,646

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7,803 21,184

四半期純利益 169,844 292,680
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
 至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
 至 平成22年９月30日)

売上高

海運業収益 2,545,253 2,681,168

その他事業収益 971,698 971,452

売上高合計 3,516,951 3,652,621

売上原価

海運業費用 1,657,511 1,671,624

その他事業費用 877,302 888,850

売上原価合計 2,534,814 2,560,475

売上総利益 982,137 1,092,146

販売費及び一般管理費 ※１
 345,831

※１
 344,696

営業利益 636,305 747,450

営業外収益

受取利息 639 534

賃貸料 3,240 3,086

補助金収入 1,988 6,724

その他 1,429 2,664

営業外収益合計 7,297 13,009

営業外費用

支払利息 11,200 6,999

持分法による投資損失 35,674 15,829

その他 1,407 1,452

営業外費用合計 48,283 24,281

経常利益 595,320 736,178

税金等調整前四半期純利益 595,320 736,178

法人税、住民税及び事業税 131,134 308,911

法人税等調整額 97,509 △29,768

法人税等合計 228,644 279,142

少数株主利益又は少数株主損失（△） △4,964 2,627

四半期純利益 371,640 454,407
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(2)【四半期連結貸借対照表】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※１
 3,044,723

※１
 1,905,350

受取手形及び営業未収金 1,041,360 1,152,847

商品及び製品 49,093 49,351

原材料及び貯蔵品 225,493 220,168

繰延税金資産 63,586 18,878

その他 166,313 261,832

貸倒引当金 △931 △1,202

流動資産合計 4,589,640 3,607,225

固定資産

有形固定資産

船舶 ※２
 11,655,606 11,558,305

減価償却累計額 △10,603,291 △10,259,518

船舶（純額） 1,052,315 ※１
 1,298,786

建物及び構築物 1,189,111 1,176,272

減価償却累計額 △1,040,519 △1,026,712

建物及び構築物（純額） 148,591 149,560

土地 309,918 309,918

その他 1,062,658 1,024,899

減価償却累計額 △890,246 △837,287

その他（純額） 172,412 187,612

有形固定資産合計 1,683,237 1,945,877

無形固定資産 147,552 144,125

投資その他の資産

投資有価証券 ※３
 1,221,632

※１
 1,207,727

繰延税金資産 495,410 463,950

その他 288,706 325,820

貸倒引当金 △129,339 △152,400

投資その他の資産合計 1,876,409 1,845,098

固定資産合計 3,707,199 3,935,101

資産合計 8,296,840 7,542,327
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び営業未払金 867,862 791,313

短期借入金 ※１
 1,809,600

※１
 1,960,190

未払法人税等 315,539 20,720

賞与引当金 106,842 27,608

その他 680,210 594,993

流動負債合計 3,780,054 3,394,825

固定負債

長期借入金 ※１
 187,550

※１
 231,350

リース債務 9,635 11,580

退職給付引当金 1,077,438 964,437

役員退職慰労引当金 73,300 103,550

特別修繕引当金 138,602 116,741

固定負債合計 1,486,526 1,427,659

負債合計 5,266,581 4,822,485

純資産の部

株主資本

資本金 1,100,000 1,100,000

資本剰余金 693,565 693,565

利益剰余金 1,155,677 862,997

自己株式 △8,092 △7,713

株主資本合計 2,941,150 2,648,849

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,274 1,752

評価・換算差額等合計 △1,274 1,752

少数株主持分 90,383 69,241

純資産合計 3,030,259 2,719,842

負債純資産合計 8,296,840 7,542,327
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
 至 平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
 至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 328,265 554,510

減価償却費 532,361 459,818

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,807 △23,331

賞与引当金の増減額（△は減少） 80,891 79,233

退職給付引当金の増減額（△は減少） 28,274 113,001

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △63,678 △30,250

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △75,134 21,861

有形固定資産除却損 608 2,787

有形固定資産売却損益（△は益） △1,267 △194

有形固定資産圧縮損 － 39,549

関係会社株式評価損 － 49,500

受取利息及び受取配当金 △10,764 △9,733

支払利息 38,582 22,560

持分法による投資損益（△は益） 5,964 △19,101

売上債権の増減額（△は増加） 299,493 111,486

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,737 △5,067

仕入債務の増減額（△は減少） 53,285 76,548

その他 263,340 195,242

小計 1,481,156 1,638,420

利息及び配当金の受取額 11,485 10,038

利息の支払額 △37,823 △23,284

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 4,417 △15,787

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,459,234 1,609,386

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △106,900 △28,106

定期預金の払戻による収入 168,300 232,200

長期預金の払戻による収入 100,000 －

有形固定資産の取得による支出 △207,705 △228,369

有形固定資産の売却による収入 3,025 1,544

無形固定資産の取得による支出 △71,317 △26,939

投資有価証券の取得による支出 － △49,500

投資有価証券の売却による収入 4,510 －

貸付けによる支出 △35,000 △32,800

貸付金の回収による収入 111,292 62,765

投資活動によるキャッシュ・フロー △33,794 △69,206

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 725,000 700,000

短期借入金の返済による支出 △1,217,000 △600,000

長期借入れによる収入 200,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △471,741 △344,390

リース債務の返済による支出 △1,034 △1,944

自己株式の取得による支出 △588 △378

財務活動によるキャッシュ・フロー △765,364 △196,713

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 660,075 1,343,466

現金及び現金同等物の期首残高 1,132,264 1,396,250

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 4,910 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,797,250

※１
 2,739,717
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【継続企業の前提に関する事項】

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

 

 １　棚卸資産の評価方法

　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、一部実地棚卸を省略したものがありますが、第２四

半期連結会計期間末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。
 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。
 

３　経過勘定項目の算定方法

　固定費的な要素が大きく、予算と実績の差異が僅少のものについては、合理的な算定方法による概算額で計上

する方法によっております。
 

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。
 

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費(1,003,656千円)の主要な

費目は次のとおりであります。

役員報酬及び従業員給与 416,390千円

賞与引当金繰入額 27,109千円

退職給付費用 97,577千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,222千円

広告宣伝費 105,289千円

※１　販売費及び一般管理費(989,683千円)の主要な費

目は次のとおりであります。

役員報酬及び従業員給与 405,652千円

賞与引当金繰入額 25,832千円

退職給付費用 101,081千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,150千円

────── ※２　国庫補助金は、海上交通低炭素化促進事業費補助金

を交付されたものであります。

────── ※３　固定資産圧縮損は、上記※２の国庫補助金を取得価

額から直接減額した価額であります。
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費(345,831千円)の主要な費

目は次のとおりであります。

役員報酬及び従業員給与 130,140千円

賞与引当金繰入額 20,207千円

退職給付費用 34,056千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,850千円

広告宣伝費 43,028千円

※１　販売費及び一般管理費(344,696千円)の主要な費

目は次のとおりであります。

役員報酬及び従業員給与 132,509千円

賞与引当金繰入額 19,243千円

退職給付費用 33,735千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,550千円

　２　当社グループでは、事業の性質上、夏季が多客期とな

るため、第３四半期連結会計期間の売上高が他の

四半期連結会計期間の売上高に比べ、著しく増加

する傾向があります。

　２　　　　　　　　　同左　

　

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　担保資産

　　　長期借入金61,650千円(一年以内返済予定の長期借入

金40,200千円含む)に対して、次の資産を担保に供

しております。

現金及び預金(定期預金) 234,400千円

　 　

　 　

※１　担保資産

　　　長期借入金236,740千円(一年以内返済予定の長期借

入金181,790千円含む)に対して、次の資産を担保

に供しております。

現金及び預金(定期預金) 480,600千円

船舶(純額) 842,349千円

投資有価証券 37,100千円

※２　国庫補助金(海上交通低炭素化促進事業費補助金)

を受領したことにより、船舶39,549千円を取得価

額より直接減額しております。

──────

 

※３　重要な訴訟事件等

　小笠原航路に就航予定だった超高速船テクノ

スーパーライナーの傭船契約の解除が債務不履行

に当たるとして、船主㈱テクノ・シーウェイズが

当社持分法適用関連会社である小笠原海運㈱に対

して、損害賠償訴訟を東京地方裁判所に提起して

いた件については、平成22年９月21日、同裁判所よ

り同社に賠償金20億円及び遅延損害金の支払を命

じる判決がなされました。

　当判決に対し、小笠原海運㈱が控訴し、現在係争

中であります。

──────
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係(平成21年９月30日現在)

※１　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に記載されて

いる科目の金額との関係(平成22年９月30日現在)

現金及び預金四半期末残高 2,304,250千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △507,000千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,797,250千円
　

現金及び預金四半期末残高 3,044,723千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △305,006千円

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,739,717千円
　

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　

至　平成22年９月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 22,000,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 41,427

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

EDINET提出書類

東海汽船株式会社(E04256)

四半期報告書

19/25



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

　
海運
関連事業
(千円)

商事
料飲事業
(千円)

レストラン
事業
(千円)

ホテル
事業
(千円)

旅客自動車
運送事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　  売上高

2,545,197575,308289,26059,97747,151 ─ 3,516,951
 

―
 

3,516,951

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

12,86634,815 866 ― 4,78544,03897,372(97,372) ―

計 2,558,119610,123290,12659,97751,93744,0383,614,323(97,372)3,516,951

営業利益又は
営業損失(△)

694,67068,66436,5924,155△7,696 1,348797,734(161,429)636,305

　

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

　
海運
関連事業
(千円)

商事
料飲事業
(千円)

レストラン
事業
(千円)

ホテル
事業
(千円)

旅客自動車
運送事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

2,681,168588,405270,50264,93747,602 5 3,652,621
 

―
 

3,652,621

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

11,85436,612 262 414 1,70538,39489,243(89,243) ―

計 2,693,022625,017270,76565,35149,30838,3993,741,865(89,243)3,652,621

営業利益又は
営業損失(△)

822,03865,29234,1197,615△10,912△5,107913,047(165,597)747,450

　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年９月30日)

　
海運
関連事業
(千円)

商事
料飲事業
(千円)

レストラン
事業
(千円)

ホテル
事業
(千円)

旅客自動車
運送事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

6,034,5001,143,958625,288191,683179,994 ─ 8,175,427
 

―
 

8,175,427

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

25,53778,4561,548 325 7,701117,425230,995(230,995)―

計 606,0381,222,415626,837192,009187,696117,4258,406,422(230,995)8,175,427

営業利益又は
営業損失(△)

791,19791,248△71,20214,33813,8234,169843,575(498,311)345,263

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年９月30日)

　
海運
関連事業
(千円)

商事
料飲事業
(千円)

レストラン
事業
(千円)

ホテル
事業
(千円)

旅客自動車
運送事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する
　　売上高

6,293,0121,185,137631,438191,480182,791 7348,484,594
 

―
 

8,484,594

(2) セグメント間の内部
　　売上高又は振替高

26,26595,540 808 698 5,148119,514247,975(247,975)―

計 6,319,2771,280,677632,247192,178187,939120,2488,732,570(247,975)8,484,594

営業利益又は
営業損失(△)

974,05989,897△38,35811,805△1,462 △8641,035,077(482,942)552,134
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(注) １　事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業区分の主要な事業内容

(1) 海運関連事業　………………　旅客・貨物の定期航路等・海運業代理店業

(2) 商事料飲事業　………………　船内・船客待合所内での売店食堂、建設資材・生活必需品の供給

(3) レストラン事業　……………　レストランシップの経営

(4) ホテル事業　…………………　大島でのホテル経営

(5) 旅客自動車運送事業　………　大島島内でのバスの運行

(6) その他の事業　………………　ジェットフォイルを中心とした船体、機関の整備及び修理

３　追加情報

　　　  (前第３四半期連結累計期間)

退職給付引当金の退職給付における数理計算上の差異の償却年数の変更

　退職給付における数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(12

年)による按分額を費用処理しておりましたが、従業員の平均残存勤務期間の再検討を行った結果、第１四半期

会計期間より数理計算上の差異の償却年数を10年に変更しております。

この変更に伴い、営業利益が海運関連事業8,131千円、商事料飲事業60千円、消去又は全社が5,515千円それぞ

れ減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間並びに、前第３四半期連結累計期間及び当

第３四半期連結累計期間については、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店

はないため、記載しておりません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間及び当第３四半期連結会計期間並びに、前第３四半期連結累計期間及び当

第３四半期連結累計期間については、海外売上高はないため、記載しておりません。

　

(１株当たり情報)

　１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 133円88銭
　

１株当たり純資産額 120円70銭
　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,030,259 2,719,842

普通株式に係る純資産額(千円) 2,939,875 2,650,601

差額の主な内訳(千円)
　少数株主持分

90,383 69,241

普通株式の発行済株式数(株) 22,000,000 22,000,000

普通株式の自己株式数(株) 41,427 38,919

 １株当たりの純資産額の算定に用いられた
 普通株式の数(株)

21,958,573 21,961,081
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　２　１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 7円73銭
　

１株当たり四半期純利益 13円33銭
　

(注) １　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ

ん。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の　　　　　　　　　　　　　　　　　
四半期純利益(千円)

169,844 292,680

普通株式に係る四半期純利益(千円) 169,844 292,680

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません 該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数(株) 21,962,976 21,959,741

　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益 16円92銭
　

１株当たり四半期純利益 20円69銭
　

(注) １　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載をしておりませ

ん。

２　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日 
  至　平成21年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日 
  至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の　　　　　　　　　　　　　　　　　
四半期純利益(千円)

371,640 454,407

普通株式に係る四半期純利益(千円) 371,640 454,407

普通株主に帰属しない金額(千円) 該当事項はありません 該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数(株) 21,961,449 21,958,836

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

重要な訴訟事件等

注記事項（連結貸借対照表関係）※３をご参照ください。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

東 海 汽 船 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

　

　東 陽 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　 田　  光 一 郎　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　 口　  隆    志　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　 島　     緑      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

汽船株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海汽船株式会社及び連結子会社の平成21年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月12日

東 海 汽 船 株 式 会 社

取 締 役 会　御中

　

東 陽 監 査 法 人

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　吉　 田　  光 一 郎　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　原　 口　  隆    志　 印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　北　 島　     緑      印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

汽船株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海汽船株式会社及び連結子会社の平成22年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

 注記事項(連結貸借対照表関係)に記載されているとおり、小笠原航路に就航予定だった超高速船テクノ

スーパーライナーの傭船契約の解除が債務不履行に当たるとして、船主㈱テクノ・シーウェイズが当社持分

法適用関連会社である小笠原海運㈱に対して、損害賠償訴訟を東京地方裁判所に提起していた件については、

平成22年９月21日、同裁判所より同社に賠償金20億円及び遅延損害金の支払を命じる判決がなされた。当判決

に対し、小笠原海運㈱が控訴し、現在係争中である。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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